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介護老人保健施設及び介護療養型医療施設に関する基準・留意事項 

 

１ 介護老人保健施設 

※在宅復帰支援型の施設としての機能を強化する観点から、在宅復帰の状況及びベッドの回転率を指

標とし、機能に応じた報酬体系への見直しを行う。 

※現行の介護保健施設サービス費（ⅱ）を介護保健施設サービス費（ⅲ）とし、介護保健施設サービ

ス費（ⅱ）及び介護保健施設サービス費（ⅳ）を創設する。  

○介護保健施設サービス費（別冊ｐ７５～ｐ７７）届出必要 

イ 介護保健施設サービス費  

 現行 改正後 

（１
）
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅰ
） 

（一）介護保健施設サービス費（ⅰ） 

従来型個室 

  要介護１      ７３４単位 

  要介護２      ７８３単位 

  要介護３      ８３６単位 

  要介護４      ８９０単位 

  要介護５      ９４３単位 

（新設） 

（一）介護保健施設サービス費（ⅰ） 

＜従来型個室＞【従来型】 

  要介護１      ７１０単位 

  要介護２      ７５７単位 

  要介護３      ８２０単位 

  要介護４      ８７２単位 

  要介護５      ９２５単位 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

＜従来型個室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ７３９単位 

  要介護２    ８１１単位 

  要介護３    ８７３単位 

  要介護４    ９３０単位 

  要介護５    ９８５単位 

改正内容掲載場所・関係資料 

「かがわ介護情報ネット」―「研修・説明会・県からの通知」―「集団指導」 

・平成 24年度介護報酬改定等に係る集団指導の実施について（日程表の差し替え） 

厚生労働省ホームページ 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料 

○別冊 介護報酬改定関係資料（以下「別冊」と表記） 

【介護報酬改定に関する省令及び告示の改正案】 

３．指定施設サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第２１号）

（以下「厚告２１」と表記） 

【介護報酬改定に関する通知の改正案（原案）】 

２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入

居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第４０号）（以下「老企４０」と表記） 
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（１
）
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅰ
） 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

多床室 

要介護１      ８１３単位 

  要介護２      ８６２単位 

  要介護３      ９１５単位 

  要介護４      ９６９単位 

  要介護５  １，０２２単位 

 

（新設） 

（三）介護保健施設サービス費（ⅲ） 

＜多床室＞【従来型】 

  要介護１    ７８６単位 

  要介護２    ８３４単位 

  要介護３    ８９７単位 

  要介護４    ９５０単位 

  要介護５  １，００３単位 

 

（四）介護保健施設サービス費（ⅳ） 

＜多床室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ８１９単位 

  要介護２    ８９３単位 

  要介護３    ９５６単位 

  要介護４  １，０１２単位 

  要介護５  １，０６８単位 

 

ロ ユニット型介護保健施設サービス費 

 現行 改正後 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

ユニット型個室 

  要介護１      ８１６単位 

  要介護２      ８６５単位 

  要介護３      ９１８単位 

  要介護４      ９７２単位 

  要介護５   １，０２５単位 

（新設） 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

＜ユニット型個室＞【従来型】 

  要介護１      ７８９単位 

  要介護２      ８３６単位 

  要介護３      ９００単位 

  要介護４      ９５３単位 

  要介護５   １，００６単位 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ）

＜ユニット型個室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ８２２単位 

  要介護２    ８９６単位 

  要介護３    ９５９単位 

  要介護４  １，０１５単位 

  要介護５  １，０７１単位 

（１
）
ユ
ニ
ッ
ト
型
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅰ
） 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ） 

ユニット型準個室 

要介護１      ８１６単位 

  要介護２      ８６５単位 

  要介護３      ９１８単位 

  要介護４      ９７２単位 

  要介護５   １，０２５単位 

（新設） 

（三）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅲ） 

＜ユニット型準個室＞【従来型】 

  要介護１      ７８９単位 

  要介護２      ８３６単位 

  要介護３      ９００単位 

  要介護４      ９５３単位 

  要介護５   １，００６単位 

（四）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅳ） 

＜ユニット型準個室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ８２２単位 

  要介護２    ８９６単位 

  要介護３    ９５９単位 

  要介護４  １，０１５単位 

  要介護５  １，０７１単位 

 

在宅強化型の算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ78 

 

 

 

⑵ 介護保健施設サービス費（Ⅰ）の介護

保健施設サービス費（ⅱ）又は（ⅳ）を

算定すべき介護保健施設サービスの施設

ｐ409 

 ↓ 

ｐ387 

 

介護老人保健施設短期入所療養介護費

（Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介

護費（ⅱ）又は（ⅳ）を算定する介護老人
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【体制要件】 

(一)リハビリテーションを担当する理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が適

切に配置されていること。 

 

 

 

 

 

【在宅復帰要件】 

(二)次のいずれにも適合すること。 

ａ 算定日が属する月の前６月間におい

て当該施設から退所した入所者の総数

（当該施設内で死亡した者を除く。）

のうち、在宅において介護を受けるこ

ととなったもの（当該施設における入

所期間が一月間を超える入所者に限

る。）の占める割合が100分の50を超え

ていること。 

ｂ 入所者の退所後30日以内（退所時の

要介護状態区分が要介護４又は要介護

５の場合にあっては14日以内）に、当

該施設の従業者が当該入所者の居宅を

訪問し、又は指定居宅介護支援事業者

から情報提供を受けることにより、当

該入所者の在宅における生活が１月以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健施設における短期入所療養介護につ

いて 

イ所定単位数の算定区分について当該介

護老人保健施設における短期入所療養介

護について、適用すべき所定単位数の算定

区分については、月の末日において、それ

ぞれの算定区分に係る施設基準を満たさ

ない場合は、当該施設基準を満たさなくな

った月の翌々月に変更の届出を行い、当該

月から、介護老人保健施設短期入所療養介

護費（Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療

養介護費（ⅰ）若しくは（ⅲ）又はユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護

費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設短

期入所療養介護費（ⅰ）若しくは（ⅲ）を

算定することとなる。（ただし、翌月の末

日において当該施設基準を満たしている

場合を除く。） 

ロ当該介護老人保健施設における短期入

所療養介護に係る施設基準について 

ａ 施設基準第十二号イ⑵㈠の基準におけ

る理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士（「理学療法士等」という。）の適切

な配置とは、理学療法士等と医師、看護

職員、支援相談員、栄養士、介護支援専

門員等が協力して在宅復帰に向けた施

設サービス計画を策定できる体制を整

備していることをいう。 

 

ｂ 在宅とは、自宅その他自宅に類する住

まいである有料老人ホーム、認知症高齢

者グループホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅等を含むものである。な

お、当該施設から退所した入所者の総数

には、短期入所療養介護の利用者は含ま

ない。 
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上（退所時の要介護状態区分が要介護

４又は要介護５の場合にあっては14日

以上）継続する見込みであることを確

認し、記録していること。 

 

【ベッド回転率要件】 

(三)30.4 を当該施設の入所者の平均在所

日数で除して得た数が 100 分の 10以上で

あること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重度者要件】 

次のいずれかに適合すること。 

a 算定日が属する月の前３月間における

入所者のうち、要介護状態区分が要介

護４及び要介護５の者の占める割合が

100分の35以上であること。 

b 算定日が属する月の前３月間における

入所者のうち、喀痰吸引が実施された

者の占める割合が100分の10以上又は

経管栄養が実施された者の占める割合

が100分の10以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 30.4を当該施設の入所者の平均在所

日数で除して得た数については、小数点

以下は切り上げることとし、短期入所療

養介護の利用者を含まないものとする。

また、平均在所日数ついては、直近３月

間の数値を用いて、以下の式により計算

すること。 

(a) （ⅰ）に掲げる数÷（ⅱ）に掲げる数 

（ⅰ）当該施設における直近３月間の入所

者延日数 

（ⅱ）（当該施設における当該３月間の新

規入所者数＋当該施設における当

該３月間の新規退所者数）／２ 

(b) (a)において入所者とは、毎日24時現

在当該施設に入所中の者をいい、当該施

設に入所してその日のうちに退所又は

死亡した者を含むものである。 

(c) (a)において新規入所者数とは、当該

３月間に新たに当該施設に入所した者

（以下、「新規入所者」という。）の数

をいう。当該３カ月以前から当該施設に

入所していた者は、新規入所者数には算

入しない。当該施設を退所後、当該施設

に再入所した者は、新規入所者として取

り扱う。 

(d) (a)において、新規退所者数とは、当

該３月間に当該施設から退所した者の

数をいう。当該施設において死亡した者

及び医療機関へ退所した者は、新規退所

者に含むものである。 

 

 

ｄ 入所者の割合については、以下の(a)

に掲げる数を(b)に掲げる数で除して算

出すること。 

(a) 当該施設における直近３月間の入所

者ごとの要介護４若しくは要介護５に

該当する入所者延日数、喀痰吸引を必要

とする入所者延日数又は経管栄養を必

要とする入所者延日数 

(b) 当該施設における直近３月間の入所

者延日数 

 

 

ｅ 入所者が在宅へ退所するに当たって

は、当該入所者及びその家族に対して、
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退所後の居宅サービスその他の保健医

療サービス又は福祉サービスについて

指導を行うこと。 

 

ｆ 本人家族に対する指導の内容は次の

ようなものであること。 

(a) 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関

する指導 

(b) 退所する者の運動機能及び日常生活

動作能力の維持及び向上を目的とし

て行う体位変換、起座又は離床訓練、

起立訓練、食事訓練、排泄訓練の指導 

(c) 家屋の改善の指導 

(d) 退所する者の介助方法に関する指導 

 

ｇ 当該基本施設サービス費を算定した

場合は、算定根拠等の関係書類を整備し

ておくこと。 

 

① 在宅復帰・在宅療養支援機能加算  

在宅復帰・在宅療養支援機能を強化するため、在宅復帰・在宅療養支援機能加算の創設等を行う。 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（新規）  ⇒  ２１単位／日 届出必要 

（注１）介護老人保健施設のうち、介護保険施設サービス費Ⅰ（ⅰ）、（ⅲ）、ユニット型介護保険

施設サービス費Ⅰ（ⅰ）、（ⅲ）についてのみ算定。 

（注２）現行の在宅復帰支援機能加算については、介護療養型老人保健施設においてのみ算定。 

算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 介護保健施設サービス費(Ⅰ)の介護

保健施設サービス費（ⅰ）及び（ⅲ）

並びにユニット型介護保健施設サービ

ス費(Ⅰ)のユニット型介護保健施設サ

ービス費（ⅰ）及び（ⅲ）について、

別に厚生労働大臣が定める基準に適合

するものとして都道府県知事に届け出

た介護老人保健施設については、在宅

復帰・在宅療養支援機能加算として、

１日につき21単位を所定単位数に加算

する。 

【在宅復帰要件】 

イ次のいずれにも適合すること。 

⑴ 算定日が属する月の前６月間におい

て当該施設から退所した入所者の総数

（当該施設内で死亡した者を除く。）

のうち、在宅において介護を受けるこ

ととなったもの（当該施設における入

所期間が１月を超える入所者に限る。）

の占める割合が100分の30を超えてい

ｐ412 

 ↓ 

ｐ387 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設サービス費在宅強化型の【在宅復帰

要件】を準用 
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ること。 

⑵ 入所者の退所後30日以内（退所時の要

介護状態区分が要介護４又は要介護５

の場合にあっては14日以内）に、当該

施設の従業者が当該入所者の居宅を訪

問し、又は指定居宅介護支援事業者か

ら情報提供を受けることにより、当該

退所者の在宅における生活が１月以上

（退所時の要介護状態区分が要介護４

又は要介護５の場合にあっては14日以

上）継続する見込みであることを確認

し、記録していること。 

【ベッド回転率要件】 

30.4を当該施設の入所者の平均在所日

数で除して得た数が100分の５以上であ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設サービス費在宅強化型の【ベッド回転

率要件】を準用 

 

 

 

② 短期集中リハビリテーション加算 

入所中に状態が悪化し、医療機関に短期間入院した後、再度入所した場合の必要な集中的なリハビ

リテーションを評価するとともに、別の介護老人保健施設に転所した場合の取扱いを適正化する見直

しを行う。  

（注）介護療養型老人保健施設において同様の見直しを行う。 

算定要件 ※厚告２１（別冊ｐ７９）の内容変更なし 

別冊 老企４０ 

ｐ

410 

⑻ 短期集中リハビリテーション実施加算について（再度入所で算定できる要件） 

① 短期集中リハビリテーション実施加算における集中的なリハビリテーションとは、二十分以

上の個別リハビリテーションを、一週につき概ね三日以上実施する場合をいう。 

② 当該加算は、当該入所者が過去三月間の間に、介護老人保健施設に入所したことがない場合

に限り算定できることとする。ただし、以下の③及び④の場合はこの限りではない。 

③短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中又は算定終了後３カ月に満たない期間に四

週間以上の入院後に介護老人保健施設に再入所した場合であって、短期集中リハビリテーショ

ンの必要性が認められる者に限り、当該加算を算定することができる。 

④短期集中リハビリテーション実施加算の算定途中又は算定終了後３カ月に満たない期間に４

週間未満の入院後に介護老人保健施設に再入所した場合であって、以下に定める状態である者

は、当該加算を算定できる。 

ア脳梗塞、脳出血、くも膜下出血、脳外傷、脳炎、急性脳症（低酸素脳症等）、髄膜炎等を急

性発症した者 

イ上・下肢の複合損傷(骨、筋・腱・靭帯、神経、血管のうち三種類以上の複合損傷)、脊椎損

傷による四肢麻痺(一肢以上)、体幹・上・下肢の外傷・骨折、切断・離断(義肢)、運動器の

悪性腫瘍等を急性発症した運動器疾患又はその手術後の者 

 

③ ターミナルケア加算 

看取りの対応を強化する観点から、ターミナルケア加算について算定要件及び評価の見直しを行う。 

 死亡日以前１５～３０日 ２００単位／日   死亡日以前４～３０日  １６０単位／日  

死亡日以前１４日まで  ３１５単位／日 ⇒ 死亡日前日及び前々日  ８２０単位／日  

                   死亡日       １，６５０単位／日 

算定要件※老企４０（別冊ｐ４１１、ｐ４１２）は単位数変更、内容変更なし。 
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別冊 厚告２１ 

ｐ80 イ医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。

ロ入所者又はその家族等の同意を得て、当該入所者のターミナルケアに係る計画が作成されてい

ること。 

ハ医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、本人又は

その家族への説明を行い、同意を得て、ターミナルケアが行われていること。 

 

④ 入所前からの計画的な支援等に対する評価 

入所前に入所者の居宅を訪問し、早期退所に向けた施設サービス計画の策定及び診療方針を決定し

た場合、並びに地域連携診療計画に係る医療機関から利用者を受入れた場合について評価を行う。  

入所前後訪問指導加算（新規）⇒ ４６０単位／回 

算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ81 注イ（１）及びロ（１）については、

入所期間が１月を超えると見込まれる

者の入所予定日前30日以内又は入所後

７日以内に当該者が退所後生活する居

宅を訪問し、退所を目的とした施設サ

ービス計画の策定及び診療方針の決定

を行った場合に、入所中１回を限度と

して算定する。 

当該者が退所後にその居宅でなく、

他の社会福祉施設等に入所する場合で

あって、当該入所者の同意を得て、当

該社会福祉施設等を訪問し、退所を目

的とした施設サービス計画の策定及び

診療方針の決定を行った場合も、同様

に算定する。 

 

ｐ413 （16）入所前後訪問指導加算について 

①入所前後訪問指導加算は、入所期間が１月

を超えると見込まれる入所予定者の入所

予定日前30日から入所後７日までの間に、

当該入所予定者が退所後生活する居宅を

訪問して退所を目的とした施設サービス

計画の策定及び診療の方針の決定を行っ

た場合に、入所中に一回に限り加算を行う

ものである。 

②入所前に居宅を訪問した場合は入所日に

算定し、入所後に訪問した場合は訪問日に

算定すること。 

③入所前後訪問指導加算は、次の場合には算

定できないものであること。 

イ病院又は診療所のみを訪問し、居宅を訪問

しない場合 

ロ他の介護保険施設のみを訪問し、居宅を訪

問しない場合 

ハ予定の変更に伴い、入所しなかった場合 

④入所前後訪問指導は、医師、看護職員、支

援相談員、理学療法士又は作業療法士、栄

養士、介護支援専門員等が協力して行うこ

と。 

⑤入所前後訪問指導は、入所者及びその家族

等のいずれにも行うこと。 

⑥入所前後訪問指導を行った場合は、指導日

及び指導内容の要点を診療録等に記載する

こと。 
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地域連携診療計画情報提供加算（新規）⇒ ３００単位／回 

算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ85 医科診療報酬点数表の地域連

携診療計画管理料又は地域連携

診療計画退院時指導料を算定し

て保険医療機関を退院した入所

者に対して、当該保険医療機関

が地域連携診療計画に基づいて

作成した診療計画に基づき、入

所者の治療等を行うとともに、

入所者の同意を得た上で、当該

退院した日の属する月の翌月ま

でに、地域連携診療計画管理料

を算定する病院に当該入所者に

係る診療情報を文書により提供

した場合に、入所者１人につき

１回を限度として算定する。 

 

ｐ

416 

(31)地域連携診療計画情報提供加算について 

①地域連携診療計画は、医科診療報酬点数表に掲げ

る地域連携診療計画管理料を算定する保険医療機

関（以下「計画管理病院」という。）において作

成され、当該計画管理病院からの転院後又は退院

後の治療を担う複数の連携保険医療機関又は介護

サービス事業所との間で共有して活用されるもの

であり、病名、入院時の症状、予定されている診

療内容、標準的な転院までの期間、転院後の診療

内容、連携する保険医療機関を退院するまでの標

準的な期間（以下本区分において「総治療期間」

という。）、退院に当たり予想される患者の状態

に関する退院基準、その他必要な事項が記載され

たものである。 

②当該加算は、医科診療報酬点数表に掲げる以下の

疾患について、地域連携診療計画管理料及び地域

連携診療計画退院時指導料(Ⅰ)を算定して当該医

療機関を退院した患者が、介護老人保健施設に入

所した場合に限り算定するものである。 

イ大腿骨頸部骨折（大腿骨頸部骨折骨接合術、大

腿骨頸部骨折人工骨頭置換術等を実施している

場合に限る。） 

ロ脳卒中（急性発症又は急性増悪した脳梗塞、脳

出血又はくも膜下出血の治療を実施している場

合に限る。） 

③当該加算は、計画管理病院又は計画管理病院から

の転院後若しくは退院後の治療を担う保険医療機

関からの退院後の療養を担う介護老人保健施設に

おいて、診療計画に基づく療養を提供するととも

に、退院時の患者の状態や、在宅復帰後の患者の

状況等について、退院の属する月又はその翌月ま

でに計画管理病院に対して情報提供を行った場合

に、算定する。 

④また、当該加算を算定する施設は、以下のいずれ

も満たすものであること。 

イあらかじめ計画管理病院において作成された疾

患や患者の状態等に応じた地域連携診療計画

が、当該施設および連携保険医療機関と共有さ

れていること。 

ロイについて、内容、開催日等必要な事項につい

て診療録等に記録されていること。 
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⑤ 医療ニーズへの対応強化 

入所者の医療ニーズに適切に対応する観点から、肺炎や尿路感染症などの疾病を発症した場合にお

ける施設内での対応について評価を行う。  

所定疾患施設療養費（新規）⇒ ３００単位／回 

 ※介護療養型老人保健施設において同様の加算を創設。 

算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ84 

 85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に

適合する介護老人保健施設におい

て、別に厚生労働大臣が定める入所

者に対し、投薬、検査、注射、処置

等を行ったときに算定する。 

２ 同一の入所者について１月に１回、

連続する７日を限度として算定する。 

３ ワ（緊急時施設療養費）を算定した

日は算定しない。 

※別に厚生労働大臣が定める基準の内

容は次のとおり。 

次に掲げる基準のいずれにも適合する

こと 

イ診断、診断を行った日、実施した投薬、

検査、注射、処置の内容等を診療録に

記載していること。 

ロ所定疾患施設療養費の算定開始年度

の翌年度以降において、当該施設の前

年度における当該入所者に対する投

薬、検査、注射、処置等の実施状況を

公表していること。 

※別に厚生労働大臣が定める入所者の

内容は次のとおり。 

次にいずれかに該当する者 

イ肺炎の者 

ロ尿路感染症の者 

ハ帯状疱疹の者（抗ウイルス剤の点滴

注射を必要とする者に限 

る。） 

ｐ

415 

 

 

 

 

(27)所定疾患施設療養費について 

①所定疾患施設療養費は、肺炎等により治療

を必要とする状態となった入所者に対し、

治療管理として投薬、検査、注射、処置等

が行われた場合に、１回に連続する７日を

限度とし、月１回に限り算定するものであ

るので、１月に連続しない１日を７回算定

することは認められないものであること。 

②所定疾患施設療養費と緊急時施設療養費は

同時に算定することはできないこと。 

③所定疾患施設療養費の対象となる入所者の

状態は次のとおりであること。 

イ肺炎 

ロ尿路感染症 

ハ帯状疱疹（抗ウイルス剤の点滴注射を必要

とする場合に限る） 

④算定する場合にあっては、診断名、診断を

行った日、実施した投薬、検査、注射、処

置の内容等を診療録に記載しておくこと。 

⑤請求に際して、診断、行った検査、治療内

容等を記載すること。 

⑥当該加算の算定開始後は、治療の実施状況

について公表することとする。公表に当た

っては、介護サービス情報の公表制度を活

用する等により、前年度の当該加算の算定

状況を報告すること。 

 

⑥ 認知症への対応強化 

認知症の症状が悪化し、在宅での対応が困難となった場合の受入れ及び在宅復帰を目指したケアに

ついて評価を行う。  

認知症行動・心理症状緊急対応加算（新規）⇒ ２００単位／日 

 ※介護療養型老人保健施設において同様の加算を創設。 

算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ85 （注）医師が、認知症の行動・心理 ｐ415 (28) 認知症行動・心理症状緊急対応加算につい
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症状が認められるため、在宅での生

活が困難であり、緊急に入所するこ

とが適当であると判断した者に対

し、介護保健施設サービスを行った

場合には、入所した日から起算して

７日を限度として、１日につき所定

単位数を加算する。 

 ↓ 

ｐ408 

 409 

 

 

て 

①「認知症の行動・心理症状」とは、認知症によ

る認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。 

②本加算は、在宅で療養を行っている利用者に

「認知症の行動・心理症状」が認められた際に、

介護老人福祉施設に一時的に入所することに

より、当該利用者の在宅での療養が継続される

ことを評価するものである。 

③本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保

険者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、

緊急に介護老人福祉施設への入所が必要であ

ると医師が判断した場合であって、介護支援専

門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又

は家族の同意の上、当該施設に入所した場合に

算定することができる。本加算は医師が判断し

た当該日又はその次の日に利用を開始した場

合に限り算定できるものとする。この際、当該

施設への入所ではなく、医療機関における対応

が必要であると判断される場合にあっては、速

やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行う

ことにより、適切な医療が受けられるように取

り計らう必要がある。 

④本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続さ

れることを評価するものであるため、入所後速

やかに退所に向けた施設サービス計画を策定

し、当該入所者の「認知症の行動・心理症状」

が安定した際には速やかに在宅復帰が可能と

なるようにすること。 

⑤次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場

合には、当該加算は算定できないものであるこ

と。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉

施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特

定施設入居者生活介護、短期利用特定施設入

居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、

短期利用共同生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護及び地域密着型短期利用特

定施設入居者生活介護を利用中の者 

⑥判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内

容等を記録しておくこと。また、施設も判断を

行った医師名、日付及び利用開始に当たっての

留意事項等を介護サービス計画書に記録して
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おくこと。 

⑦当該加算の算定にあたっては、個室等、認知症

の行動・心理症状の増悪した者の療養に相応し

い設備を整備すること。 

⑧当該加算は、当該入所者が入所前１月の間に、

当該介護老人福祉施設に入所したことがない

場合及び過去１月の間に当該加算（他サービス

を含む）を算定したことがない場合に限り算定

ることとする。 

 

 

２ 介護療養型老人保健施設 

※介護療養型老人保健施設については、医療ニーズの高い利用者の受入れを促進する観点から、機能

に応じた報酬体系に見直しを行う。その際、評価を高くする基本施設サービス費については、喀痰

吸引・経管栄養を実施している利用者割合及び認知症高齢者の日常生活自立度を算定要件とする。 

※現行の介護保健施設サービス費（ⅱ）を介護保健施設サービス費（ⅲ）とし、介護保健施設サービ

ス費（ⅱ）及び介護保健施設サービス費（ⅳ）を創設する。  

 

○介護保健施設サービス費（別冊ｐ７６、ｐ７７） 

イ 介護保健施設サービス費 届出必要 

（一）介護保健施設サービス費（ⅰ） 

従来型個室 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２      ８１８単位 

  要介護３      ９３３単位 

  要介護４   １，００９単位 

  要介護５   １，０８５単位 

（新設） 

（一）介護保健施設サービス費（ⅰ） 

＜従来型個室＞【療養型】 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２      ８１８単位 

  要介護３      ９３３単位 

  要介護４   １，００９単位 

  要介護５   １，０８５単位 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

＜従来型個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２     ８１８単位 

  要介護３   １，００２単位 

  要介護４   １，０７８単位 

  要介護５   １，１５４単位 

（２
）
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅱ
）
療
養
型
老
健
看
護
職
員
配
置 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

＜多床室＞ 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２      ８９７単位 

  要介護３   １，０１２単位 

  要介護４   １，０８８単位 

  要介護５   １，１６４単位 

（新設） 

（三）介護保健施設サービス費（ⅲ） 

＜多床室＞【療養型】 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２      ８９７単位 

  要介護３   １，０１２単位 

  要介護４   １，０８８単位 

  要介護５   １，１６４単位 

（四）介護保健施設サービス費（ⅳ） 

＜多床室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２     ８９７単位 

  要介護３   １，０８１単位 

  要介護４   １，１５７単位 

  要介護５   １，２３３単位 
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（一）介護保健施設サービス費（ⅰ） 

従来型個室 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２      ８１２単位 

  要介護３      ９０６単位 

  要介護４     ９８２単位 

  要介護５   １，０５８単位 

（新設） 

（三）介護保健施設サービス費（ⅲ） 

＜多床室＞【療養型】 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２      ８１２単位 

  要介護３      ９０６単位 

  要介護４     ９８２単位 

  要介護５   １，０５８単位 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

＜従来型個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ７３５単位 

  要介護２     ８１２単位 

  要介護３     ９７５単位 

  要介護４   １，０５１単位 

  要介護５   １，１２７単位 

（３
）
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅲ
）
療
養
型
老
健
看
護
オ
ン
コ
ー
ル
体
制 

（二）介護保健施設サービス費（ⅱ） 

＜多床室＞ 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２      ８９１単位 

  要介護３     ９８５単位 

  要介護４   １，０６１単位 

  要介護５   １，１３７単位 

（新設） 

（四）介護保健施設サービス費（ⅳ） 

＜多床室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２      ８９１単位 

  要介護３     ９８５単位 

  要介護４   １，０６１単位 

  要介護５   １，１３７単位 

（四）介護保健施設サービス費（ⅳ） 

＜多床室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８１４単位 

  要介護２     ８９１単位 

  要介護３   １，０５４単位 

  要介護４   １，１３０単位 

  要介護５   １，２０６単位 

 

ロ ユニット型介護保健施設サービス費 

 現行 改正後 

（２
）
ユ
ニ
ッ
ト
型
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ

ス
費

（Ⅱ
）
療
養
型
老
健
看
護
職
員
配
置 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

ユニット型個室 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，０９４単位 

  要介護４   １，１７０単位 

  要介護５   １，２４６単位 

（新設） 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

＜ユニット型個室＞【療養型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，０９４単位 

  要介護４   １，１７０単位 

  要介護５   １，２４６単位 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ）

＜ユニット型個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，１６３単位 

  要介護４   １，２３９単位 

  要介護５   １，３１５単位 
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（２
）
ユ
ニ
ッ
ト
型
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ

ス
費

（Ⅱ
）
療
養
型
老
健
看
護
職
員
配
置 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ）

ユニット型準個室 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，０９４単位 

  要介護４   １，１７０単位 

  要介護５   １，２４６単位 

（新設） 

（三）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅲ）

＜ユニット型準個室＞【療養型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，０９４単位 

  要介護４   １，１７０単位 

  要介護５   １，２４６単位 

（四）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅳ）

＜ユニット型準個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７９単位 

  要介護３   １，１６３単位 

  要介護４   １，２３９単位 

  要介護５   １，３１５単位 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

ユニット型個室 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，０６７単位 

  要介護４   １，１４３単位 

  要介護５   １，２１９単位 

（新設） 

（一）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅰ）

＜ユニット型個室＞【療養型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，０６７単位 

  要介護４   １，１４３単位 

  要介護５   １，２１９単位 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ）

＜ユニット型個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，１３６単位 

  要介護４   １，２１２単位 

  要介護５   １，２８８単位 

（３
）

ユ
ニ
ッ
ト
型
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅲ
） 

療
養
型
老
健
看
護
オ
ン
コ
ー
ル
体
制 

（二）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅱ）

ユニット型準個室 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，０６７単位 

  要介護４   １，１４３単位 

  要介護５   １，２１９単位 

（新設） 

（三）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅲ）

＜ユニット型準個室＞【療養型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，０６７単位 

  要介護４   １，１４３単位 

  要介護５   １，２１９単位 

（四）ユニット型介護保健施設サービス費（ⅳ）

＜ユニット型準個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８９６単位 

  要介護２      ９７３単位 

  要介護３   １，１３６単位 

  要介護４   １，２１２単位 

  要介護５   １，２８８単位 

 

療養強化型算定要件 

別冊 厚告２１ 別冊 老企４０ 

ｐ79 

 

 

 

 

 

 

（一）(3)(一)、(二)及び(四)に該当する

ものであること。 

(3)(一)平成18年７月１日から平成30年

３月31日までの間に介護老人保健施

設基準附則第13条に規定する転換を

行って開設した介護老人保健施設で

あること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成 23年度介護サービス施設・事業所集団指導資料 

 

 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｐ78 

 

 

 

 

(二)算定日が属する月の前12月間にお

ける新規入所者の総数のうち、医療

機関を退院し入所した者の占める割

合から自宅等（介護保険法（平成九

年法律第百二十三号）に規定する居

宅サービス事業、地域密着型サービ

ス事業、介護予防サービス事業及び

地域密着型介護予防サービス事業を

行う事業所並びに他の社会福祉施設

等を除く。）から入所した者の占め

る割合を減じて得た数が100分の35

以上であることを標準とすること。

ただし、当該基準を満たすことがで

きない特段の事情があるときはこの

限りでない。 

(四)看護職員又は介護職員の数が、常

勤換算方法で、入所者の数が３又は

その端数を増すごとに１以上である

こと。 

 

（二）算定日が属する月の前３月間にお

ける入所者等のうち、喀痰吸引又は経管

栄養が実施された者の占める割合が100

分の20以上及び著しい精神症状、周辺症

状又は重篤な身体疾患が見られ専門医療

を必要とする認知症高齢者の占める割合

が100分の50以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｐ388 

～389 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 施設基準第十二号イ(4)(ニ)の基準に

ついては、月の末日における該当者の割合

によることとし、算定月の前３月において

当該割合の平均値が当該基準に適合してい

ること。また、当該基準において、「著し

い精神症状、周辺症状若しくは重篤な身体

疾患が見られ専門医療を必要とする認知症

高齢者」とあるのは、日常生活自立度のラ

ンクⅣ又はＭに該当する者をいうものであ

ること。 

 

① 介護療養型医療施設から介護療養型老人保健施設への転換支援  

介護療養型医療施設から介護療養型老人保健施設への転換を支援する観点から、有床診療所を併設

した上で転換した場合に、診療所の病床数の範囲内で増床が可能となるよう見直しを行う。 

併せて、現在実施している施設基準の緩和等の転換支援策については、平成 30年３月 31日まで引

き続き実施する。  

 

② 在宅復帰支援機能加算 

  在宅復帰支援機能加算（Ⅰ）⇒ 廃止  

在宅復帰支援機能加算（Ⅱ）⇒ 在宅復帰支援機能加算 ５単位／日 

※介護療養型老人保健施設についてのみ算定できること（介護老人保健施設については、在宅復

帰・在宅療養支援機能加算を算定すること。）。 
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算定要件 

別冊 厚告２１ 

ｐ84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヲ在宅復帰支援機能加算５単位 

注イ⑵及び⑶並びにロ⑵及び⑶について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人

保健施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場合にあっては、在宅復帰支援

機能加算として、１日につき所定単位数を加算する。 

イ入所者の家族との連絡調整を行っていること。 

ロ入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、当該入所者に係る居宅サービス

に必要な情報の提供、退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

イ算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所した入所者の総数のうち、当該期間

内に退所し、在宅において介護を受けることとなったもの（当該施設における入所期間が一

月間を超える入所者に限る。）の占める割合が100分の30を超えていること。 

ロ入所者の退所後 30 日以内に、当該施設の従業者が当該入所者の居宅を訪問し、又は指定居宅

介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生活が１月以

上継続する見込みであることを確認し、記録していること。 

 

③ ターミナルケア加算 

  看取りの対応を強化する観点から、ターミナルケア加算について算定要件及び評価の見直しを行う。  

死亡日以前１５～３０日 ２００単位／日   死亡日以前４～３０日  １６０単位／日  

死亡日以前１４日まで  ３１５単位／日 ⇒ 死亡日前日及び前々日  ８５０単位／日  

                   死亡日       １，７００単位／日 

※入所している施設又は当該入所者の居宅において死亡した場合のみ算定可能であるとの要件が削

除された。 

別冊 老企４０ 

ｐ

412 

 

 

 

 

（現行から削除） 

ただし、介護保健施設サービス費(Ⅱ)又は介護保健施設サービス費(Ⅲ)を算定している場合にあ

っては、入所している施設または当該入所者の居宅において死亡した場合のみ算定が可能であ

り、他の医療機関等で死亡した場合にあっては、退所日以前も含め、算定できないものである。 
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３ 介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設については、適切に評価を行う。 

○介護保健施設サービス費（別冊ｐ８６、ｐ８７） 

（例）イ 療養病床を有する病院における介護療養施設サービス 

（１）療養型介護療養施設サービス費（療養型） 

 現行 改正後 

（
一
）
療
養
型
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅰ
）
看
護
６
対
１
・
介
護
４
対
１ 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ６８３単位 

  要介護２      ７９３単位 

  要介護３   １，０３１単位 

  要介護４   １，１３２単位 

  要介護５   １，２２３単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７９４単位 

  要介護２      ９０４単位 

  要介護３   １，１４２単位 

  要介護４   １，２４３単位 

  要介護５   １，３３４単位 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ６７０単位 

  要介護２      ７７８単位 

  要介護３   １，０１１単位 

  要介護４   １，１１１単位 

  要介護５   １，２００単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７７９単位 

  要介護２      ８８７単位 

  要介護３   １，１２０単位 

  要介護４   １，２１９単位 

  要介護５   １，３０９単位 

（二
）
療
養
型
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅱ
）
看
護
６
対
１
・
介
護
５
対
１ 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ６２３単位 

  要介護２      ７３２単位 

  要介護３     ８９２単位 

  要介護４   １，０４８単位 

  要介護５   １，０９０単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７３４単位 

  要介護２      ８４３単位 

  要介護３   １，００３単位 

  要介護４   １，１５９単位 

  要介護５   １，２０１単位 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ６１１単位 

  要介護２      ７１８単位 

  要介護３     ８７５単位 

  要介護４   １，０２８単位 

  要介護５   １，０６９単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７２０単位 

  要介護２      ８２７単位 

  要介護３     ９８４単位 

  要介護４   １，１３７単位 

  要介護５   １，１７８単位 

（三
）
療
養
型
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅲ
）
看
護
６
対
１
・
介
護
６
対
１ 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ５９３単位 

  要介護２      ７０４単位 

  要介護３     ８５５単位 

  要介護４   １，０１２単位 

  要介護５   １，０５３単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７０４単位 

  要介護２      ８１５単位 

  要介護３     ９６６単位 

  要介護４   １，１２３単位 

  要介護５   １，１６４単位 

ａ療養型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ５８２単位 

  要介護２      ６９１単位 

  要介護３     ８３９単位 

  要介護４     ９９３単位 

  要介護５   １，０３３単位 

ｂ療養型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ６９１単位 

  要介護２      ８００単位 

  要介護３     ９４８単位 

  要介護４   １，１０２単位 

  要介護５   １，１４２単位 

 

 



平成 23年度介護サービス施設・事業所集団指導資料 

 

 17 

（例）ロ 療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス 

（１）診療所型介護療養施設サービス費（診療所型） 

 現行 改正後 

（
一
）
診
療
型
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅰ
）

看
護
６
対
１ 

介
護
６
対
１ 

ａ診療所型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型

個室 

  要介護１      ６６４単位 

  要介護２      ７１６単位 

  要介護３     ７６８単位 

  要介護４     ８１９単位 

  要介護５     ８７１単位 

ｂ診療所型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７７５単位 

  要介護２      ８２７単位 

  要介護３     ８７９単位 

  要介護４     ９３０単位 

  要介護５     ９８２単位 

ａ診療所型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個

室 

  要介護１      ６５１単位 

  要介護２      ７０２単位 

  要介護３     ７５３単位 

  要介護４     ８０３単位 

  要介護５     ８５４単位 

ｂ診療所型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ７６０単位 

  要介護２      ８１１単位 

  要介護３     ８６２単位 

  要介護４     ９１２単位 

  要介護５     ９６３単位 

（二
）
診
療
型
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

（Ⅱ
）

看
護

・
介
護
３
対
１ 

診療所型介護療養施設サービス費ａ（ⅰ）従来型

個室 

  要介護１      ５７４単位 

  要介護２      ６２０単位 

  要介護３     ６６６単位 

  要介護４     ７１２単位 

  要介護５     ７５８単位 

ｂ診療所型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ６８５単位 

  要介護２      ７３１単位 

  要介護３     ７７７単位 

  要介護４     ８２３単位 

  要介護５     ８６９単位 

ａ診療所型介護療養施設サービス費（ⅰ）従来型個

室 

  要介護１      ５６３単位 

  要介護２      ６０８単位 

  要介護３     ６５３単位 

  要介護４     ６９８単位 

  要介護５     ７４４単位 

ｂ診療所型介護療養施設サービス費（ⅱ）多床室 

  要介護１      ６７２単位 

  要介護２      ７１７単位 

  要介護３     ７６２単位 

  要介護４     ８０７単位 

  要介護５     ８５３単位 

 

① 認知症への対応強化 

認知症の症状が悪化し、在宅での対応が困難となった場合の受入れ及び在宅復帰を目指したケアに

ついて評価を行う。  

認知症行動・心理症状緊急対応加算（新規）⇒ ２００単位／日（別冊ｐ９３、ｐ９８、ｐ４２３、

ｐ４０９） 

  
 



平成 23年度介護サービス施設・事業所集団指導資料 

 

 1 

短期入所療養介護に関する基準・留意事項 

 

※介護保健施設サービス費、介護療養施設サービス費等の見直しに併せて、見直しを行う。 

※介護保健施設の在宅強化型、療養強化型の要件は入所の場合と同じ。 

○介護保健施設における短期入所療養介護費（別冊ｐ３１～ｐ３３）届出必要 

（例）イ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（1）介護老人保健施設短期入所療養介護費 

 現行 改正後 

ａ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ７４６単位 

  要介護２      ７９５単位 

  要介護３      ８４８単位 

  要介護４      ９０２単位 

  要介護５      ９５５単位 

（新設） 

ａ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅰ）＜従来型個室＞【従来型】 

  要介護１      ７５０単位 

  要介護２      ７９７単位 

  要介護３      ８６０単位 

  要介護４      ９１２単位 

  要介護５      ９６５単位 

ｂ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅱ）＜従来型個室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ７７９単位 

  要介護２    ８５１単位 

  要介護３    ９１３単位 

  要介護４    ９７０単位 

  要介護５  １，０２５単位 

(

一)

介
護
老
人
保
健
施
設
短
期
入
所
療
養
介
護
費

（Ⅰ
） 

ｂ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅱ）多床室 

  要介護１      ８４５単位 

  要介護２      ８９４単位 

  要介護３      ９４７単位 

  要介護４  １，００１単位 

  要介護５  １，０５４単位 

 

（新設） 

ｃ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅲ）＜多床室＞【従来型】 

  要介護１    ８２６単位 

  要介護２    ８７４単位 

  要介護３    ９３７単位 

  要介護４    ９９０単位 

  要介護５  １，０４３単位 

ｄ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅳ）＜多床室＞【在宅強化型】 

  要介護１    ８５９単位 

  要介護２    ９３３単位 

  要介護３    ９９６単位 

  要介護４  １，０５２単位 

  要介護５  １，１０８単位 

 

 

改正内容掲載場所・関係資料 

「かがわ介護情報ネット」―「研修・説明会・県からの通知」―「集団指導」 

・平成 24年度介護報酬改定等に係る集団指導の実施について（日程表の差し替え） 

厚生労働省ホームページ 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料 

○別冊 介護報酬改定関係資料（以下「別冊」と表記） 

【介護報酬改定に関する省令及び告示の改正案】 

１．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）

（以下「厚告１９」と表記） 

【介護報酬改定に関する通知の改正案（原案）】 

２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入

居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第４０号）（以下「老企４０」と表記） 
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（例）イ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（1）介護老人保健施設短期入所療養介護費 

ａ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅰ）従来型個室 

  要介護１      ７６７単位 

  要介護２      ８５０単位 

  要介護３      ９６５単位 

  要介護４   １，０４１単位 

  要介護５   １，１１７単位 

（新設） 

ａ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅰ）＜従来型個室＞【療養型】 

  要介護１      ７７５単位 

  要介護２      ８５８単位 

  要介護３      ９７３単位 

  要介護４   １，０４９単位 

  要介護５   １，１２５単位 

ｂ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅱ）＜従来型個室＞【療養強化型】 

  要介護１      ７７５単位 

  要介護２      ８５８単位 

  要介護３   １，０４２単位 

  要介護４   １，１１８単位 

  要介護５   １，１９４単位 

(

二)

介
護
老
人
保
健
施
設
短
期
入
所
療
養
介
護
費

（Ⅱ
）
【療
養
型
老
健
看
護
職
員
配
置
】 

ｂ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅱ）多床室 

  要介護１      ８６６単位 

  要介護２      ９４９単位 

  要介護３   １，０６４単位 

  要介護４   １，１４０単位 

  要介護５   １，２１６単位 

（新設） 

ｃ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅲ）＜多床室＞【療養型】 

  要介護１      ８５４単位 

  要介護２      ９３７単位 

  要介護３   １，０５２単位 

  要介護４   １，１２８単位 

  要介護５   １，２０４単位 

ｄ介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅳ）＜多床室＞【療養強化型】 

  要介護１      ８５４単位 

  要介護２     ９３７単位 

  要介護３   １，１２１単位 

  要介護４   １，１９７単位 

  要介護５   １，２７３単位 

 

○療養病床を有する病院における短期入所療養型介護費（別冊ｐ４０、ｐ４１） 

（例）ロ 療養病床を有する病院における短期入所療養型介護費 

（１）病院療養病床短期入所療養介護費 

 現行 改正後 

（
一
）
病
院
療
養
病
床
短
期
入
所
療
養
介
護
費

（Ⅰ
） 

看
護
６
：
１ 

介
護
４
：
１ 

ａ病院療養病床短期入所療養介護費（ⅰ）

従来型個室 

  要介護１      ７１５単位 

  要介護２      ８２５単位 

  要介護３   １，０６３単位 

  要介護４   １，１６４単位 

  要介護５   １，２５５単位 

ｂ病院療養病床短期入所療養介護費（ⅱ）

多床室 

  要介護１      ８４６単位 

  要介護２      ９５６単位 

  要介護３   １，１９４単位 

  要介護４   １，２９５単位 

  要介護５   １，３８６単位 

ａ病院療養病床短期入所療養介護費（ⅰ）

従来型個室 

  要介護１      ７２０単位 

  要介護２      ８２８単位 

  要介護３   １，０６１単位 

  要介護４   １，１６１単位 

  要介護５   １，２５０単位 

ｂ病院療養病床短期入所療養介護費（ⅱ）

多床室 

  要介護１      ８２９単位 

  要介護２      ９３７単位 

  要介護３   １，１７０単位 

  要介護４   １，２６９単位 

  要介護５   １，３５９単位 
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① 緊急時の受入れに対する評価 

  緊急時の受入れを促進する観点から、緊急短期入所ネットワーク加算を廃止し、居宅サービス計画

に位置付けられていない緊急利用者の受入れについて評価を行う。  

緊急短期入所ネットワーク加算   ⇒ 廃止  

緊急短期入所受入加算（新規）   ⇒ ９０単位／日  

算定要件 

別冊 厚告２１ 

老健 

ｐ37 
９ 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うことと

なっていない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、

利用を開始した日から起算して７日を限度として１日につき90単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注８の加算を算定している場合は算定しない。 

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は次のとおり。 

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急

に指定短期入所療養介護を受けることが必要と認めた利用者 

老健 

ｐ39 
⑸ 緊急短期入所ネットワーク加算50単位（削除） 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定短

期入所療養介護事業所が、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）に対し、指定

短期入所療養介護を行った場合は、１日につき所定単位数を加算する。 

療養型 

(病院) 

ｐ42 

～43 

８ 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うことと

なっていない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、

利用を開始した日から起算して７日を限度として１日につき90単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注７を算定している場合は算定しない。 

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は次のとおり。 

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急

に指定短期入所療養介護を受けることが必要と認めた利用者 

療養型 

(病院) 

ｐ43 

⑺ 緊急短期入所ネットワーク加算50単位（削除） 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定短

期入所療養介護事業所が、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）に対し、指定

短期入所療養介護を行った場合は、１日につき所定単位数を加算する。 

療養型 

(診療所) 

ｐ46 

６ 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うことと

なっていない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、

利用を開始した日から起算して７日を限度として１日につき90単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注５を算定している場合は算定しない。 

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は次のとおり。 

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急

に指定短期入所療養介護を受けることが必要と認めた利用者 

療養型 

(診療所） 

ｐ46 

⑸ 緊急短期入所ネットワーク加算50単位（削除） 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た指定短

期入所療養介護事業所が、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）に対し、指定

短期入所療養介護を行った場合は、１日につき所定単位数を加算する。 

 

別冊 老企４０ 

ｐ394 ⑾ 緊急短期入所受入加算について 

① 本加算は、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により短期入

所が必要となった場合であって、かつ、居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用

することが計画されていない居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護
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支援事業所の介護支援専門員が、その必要性を認め緊急に短期入所療養介護が行われた場合

に算定できる。 

② やむを得ない事情により、当該介護支援専門員との事前の連携が図れない場合に、利用者

又は家族の同意の上、短期入所療養介護事業所により緊急に短期入所療養介護が行われた場

合であって、事後に当該介護支援専門員によって、当該サービス提供が必要であったと判断

された場合についても、当該加算を算定できる。 

③ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が、緊急に居宅サービス計画の変更を

必要とした利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始

後８日目以降の短期入所療養介護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。

また、緊急に受入れを行った事業所については、当該利用者が速やかに居宅における生活に

復帰できるよう、居宅介護支援事業者と密接な連携を行い、相談すること。 

④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録してお

くこと。また、緊急利用者にかかる変更前後の居宅介護サービス計画を保存するなどして、

適正な緊急利用に努めること。 

⑤ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定した場合には、当該加算は算定できないもので

あること。 

⑥ 緊急受入に対応するため、居宅介護支援事業所や近隣の他事業所との情報共有に努め、緊

急的な利用ニーズの調整を行うための窓口を明確化すること。また、空床の有効活用を図る

観点から、情報公表システム、当該事業所のホームページ又は地域包括支援センターへの情

報提供等により、空床情報を公表するよう努めること 

 

② 重度療養管理加算  

短期入所療養介護については、介護老人保健施設における医療ニーズの高い利用者の受入れを促進す

る観点から、要介護度４又は５であって、手厚い医療が必要な状態である利用者の受入れを評価する

見直しを行う。 

重度療養管理加算（新規） ⇒ １２０単位／日 

算定要件 

別冊 厚告１９ 別冊 老企４０ 

老健 

ｐ37 
11 (1)㈠、⑵㈠及び⑶について、利用者

（要介護状態区分が要介護４又は要介護

５の者に限る。）であって、別に厚生労

働大臣が定める状態にあるものに対し

て、計画的な医学的管理を継続して行い、

かつ、療養上必要な処置を行った場合に

は、重度療養管理加算として、⑴㈠及び

⑵㈠については１日につき120単位を、⑶

については１日につき60単位を所定単位

数に加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める状態の内

容は次のとおり。 

次のいずれかに該当する状態 

イ常時頻回の喀痰吸引を実施している状

態 

ロ呼吸障害等により人工呼吸器を使用し

ている状態 

老健 

ｐ390 

～391 

⑸ 重度療養管理加算について 

① 重度療養管理加算は、要介護４又は要介

護５に該当する者であって別に厚生労働

大臣の定める状態（○号告示）にある利

用者に対して、計画的な医学的管理を継

続的に行い、指定短期入所療養介護を行

った場合に、所定単位数を加算する。当

該加算を算定する場合にあっては、当該

医学的管理の内容等を診療録に記載して

おくこと。 

② 重度療養管理加算を算定できる利用者

は、次のいずれかについて、当該状態が

一定の期間や頻度で継続している者であ

ること。 

なお、請求明細書の摘要欄に該当する

状態（○号告示第○号のイからリまで）

を記載することとする。なお、複数の状
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ハ中心静脈注射を実施している状態 

ニ人工腎臓を実施しており、かつ、重篤

な合併症を有する状態 

ホ重篤な心機能障害、呼吸障害等により

常時モニター測定を実施している状態 

ヘ膀胱または直腸の機能障害の程度が身

体障害者福祉法施行規則（昭和二十五

年厚生省令第十五号）別表第五号に掲

げる身体障害者障害程度等級表の四級

以上に該当し、かつ、ストーマの処置

を実施している状態 

ト経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われ

ている状態 

チ褥瘡に対する治療を実施している状態 

リ気管切開が行われている状態 

態に該当する場合は主たる状態のみを記

載すること。 

ア○号告示第○号イの「常時頻回の喀痰吸

引を実施している状態」とは、当該月に

おいて１日当たり８回（夜間を含め約３

時間に１回程度）以上実施している日が

20日を超える場合をいうものであるこ

と。 

イ○号告示第○号ロの「呼吸障害等により

人工呼吸器を使用している状態」につい

ては、当該月において１週間以上人工呼

吸又は間歇的陽圧呼吸を行っているこ

と。 

ウ○号告示第○号ハの「中心静脈注射を実

施している状態」については、中心静脈

注射により薬剤の投与をされている利用

者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困

難な利用者であること。 

エ○号告示第○号ニの「人工腎臓を実施し

ており、かつ、重篤な合併症を有する状

態」については、人工腎臓を各週２日以

上実施しているものであり、かつ、下記

に掲げるいずれかの合併症をもつもので

あること。 

ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とする

インスリン注射を行っている糖尿病 

ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が90mmHg以下） 

ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運

動機能障害を呈するもの 

ｄ 出血性消化器病変を有するもの 

ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症

のもの 

ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）の

もの 

オ○号告示第○号ホの「重篤な心機能障害、

呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態」については、持続性心

室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作

を繰り返す状態、収縮期血圧90mmHg以下

が持続する状態、又は、酸素吸入を行っ

ても動脈血酸素飽和度90％以下の状態で

常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度

のいずれかを含むモニタリングを行って

いること。 

カ○告示第○号ヘの「膀胱または直腸の機
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能障害の程度が身体障害者福祉法施行規

則（昭和二十五年厚生省令第十五号）別

表第五号に掲げる身体障害者障害程度等

級表の四級以上に該当し、かつ、ストー

マの処置を実施している状態」について

は、当該利用者に対して、皮膚の炎症等

に対するケアを行った場合に算定できる

ものであること。 

キ○号告示第○号トの「経鼻胃管や胃瘻等

の経腸栄養が行われている状態」につい

ては、経口摂取が困難で経腸栄養以外に

栄養維持が困難な利用者に対して、経腸

栄養を行った場合に算定できるものであ

ること。 

ク○号告示第○号チの「褥瘡に対する治療

を実施している状態」については、以下

の分類で第三度以上に該当し、かつ、当

該褥瘡に対して必要な処置を行った場合

に限る。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分が

あり、圧迫を取り除いても消失しない（皮

膚の損傷はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水

疱、浅いくぼみとして表れるもの） 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織

にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣

接組織まで及んでいることもあれば、及

んでいないこともある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉

や骨が露出している 

ケ○号告示第○号リの「気管切開が行われ

ている状態」については、気管切開が行

われている利用者について、気管切開の

医学的管理を行った場合に算定できるも

のであること。 
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特定施設入居者生活介護に関する基準・留意事項 

 

○特定施設入居者生活介護費（別冊ｐ５２） 

現行 改正後 

イ 特定施設入居者生活介護費 

     要介護１      ５７１単位 

     要介護２      ６４１単位 

     要介護３     ７１１単位 

     要介護４     ７８０単位 

     要介護５     ８５１単位 

ロ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費 

（新設） 

イ 特定施設入居者生活介護費 

     要介護１      ５６０単位 

     要介護２      ６２８単位 

     要介護３     ７００単位 

     要介護４     ７６８単位 

     要介護５     ８３８単位 

ロ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費 

ハ 短期利用特定施設入居者生活介護費 

     要介護１      ５６０単位 

     要介護２      ６２８単位 

     要介護３     ７００単位 

     要介護４     ７６８単位 

     要介護５     ８３８単位 

※ロ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費 

要介護  ８７単位／日 ⇒ 要介護  ８６単位／日 

 

① 看取りの対応強化 届出必要（別冊ｐ５５、ｐ３９６） 

              死亡日以前４～30日    ８０単位／日 

看取り介護加算（新規） ⇒ 死亡日前日及び前々日   ６８０単位／日 

              死亡日        １，２８０単位／日 

別冊 厚告１９ 別冊 老企４０ 

ｐ55 ７イについて、別に厚生労働大臣

が定める基準に適合する利用者に

ついては、看取り介護加算として、

死亡日以前４日以上30日以下につ

いては１日につき80単位を、死亡

日の前日及び前々日については１

日につき680単位を、死亡日につい

ｐ396 (6)看取り介護加算について 

① 看取り介護加算は、医師が、一般に認められて

いる医学的知見に基づき回復の見込みがないと

診断した利用者について、その旨を本人又はその

家族に対して説明し、その後の療養方針について

の合意を得た場合において、医師、看護職員、介

護職員等が共同して、随時本人又はその家族に対

改正内容掲載場所・関係資料 

「かがわ介護情報ネット」―「研修・説明会・県からの通知」―「集団指導」 

・平成 24年度介護報酬改定等に係る集団指導の実施について（日程表の差し替え） 

厚生労働省ホームページ 全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料 

○別冊 介護報酬改定関係資料（以下「別冊」と表記） 

【介護報酬改定に関する省令及び告示の改正案】 

１．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）（以

下「厚告１９」と表記） 

【介護報酬改定に関する通知の改正案（原案）】 

２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居

者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第４０号）（以下「老企４０」と表記） 
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ては１日につき1,280単位を死亡

月に加算する。ただし、退居した

日の翌日から死亡日までの間は、

算定しない。また、この場合にお

いて、夜間看護体制加算を算定し

ていない場合は、算定しない。 

※ 別に厚生労働大臣が定める利

用者の内容は次のとおり。 

次のイからハまでのいずれにも

適合している利用者 

イ医師が一般に認められている医

学的知見に基づき回復の見込み

がないと診断した者であるこ

と。 

ロ利用者又はその家族等の同意を

得て、利用者の介護に係る計画

が作成されていること。 

ハ医師、看護師、介護職員等が共

同して、利用者の状態又は家族

の求め等に応じ随時、本人又は

その家族への説明を行い、同意

を得て介護が行われているこ

と。 

 

 

して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合

意を得た上で、その人らしさを尊重した看取りが

できるよう支援することを主眼として設けたも

のである。 

② 看取り介護加算は、○号告示第○号に定める基

準に適合する看取り介護を受けた利用者が死亡

した場合に、死亡日を含めて30日を上限として、

特定施設において行った看取り介護を評価する

ものである。死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関

へ入院したりした後、自宅や入院先で死亡した場

合でも算定可能であるが、その際には、当該特定

施設において看取り介護を直接行っていない退

居した日の翌日から死亡日までの間は、算定する

ことができない。（したがって、退居した日の翌

日から死亡日までの期間が30日以上あった場合

には、看取り介護加算を算定することはできな

い。） 

③ 特定施設を退居等した月と死亡した月が異なる

場合でも算定可能であるが、看取り介護加算は死

亡月にまとめて算定することから、利用者側にと

っては、施設に入居していない月についても自己

負担を請求されることになるため、利用者が退居

等する際、退居等の翌月に亡くなった場合に、前

月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を

行う場合があることを説明し、文書にて同意を得

ておくことが必要である。 

④ 特定施設は、退居等の後も、継続して利用者の

家族への指導や医療機関に対する情報提供等を

行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の

医療機関等との継続的な関わりの中で、利用者の

死亡を確認することができる。 

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設

が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねた

ときに、当該医療機関等が施設に対して本人の状

態を伝えることについて、退居等の際、本人又は

家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておく

ことが必要である。 

⑤ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同

意については、口頭で同意を得た場合は、介護記

録にその説明日時、内容等を記載するとともに、

同意を得た旨を記載しておくことが必要である。 

また、本人が十分に判断をできる状態になく、

かつ、家族に連絡しても来てもらえないような場

合も、医師、看護職員、介護職員等が利用者の状

態等に応じて随時、利用者に対する看取り介護に
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ついて相談し、共同して看取り介護を行っている

と認められる場合には、看取り介護加算の算定は

可能である。 

この場合には、適切な看取り介護が行われてい

ることが担保されるよう、介護記録に職員間の相

談日時、内容等を記載するとともに、本人の状態

や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来てもら

えなかった旨を記載しておくことが必要である。 

なお、家族が利用者の看取りについてともに考

えることは極めて重要であり、施設は、可能な限

り家族の意思を確認しながら介護を進める必要

がある。 

 

② 短期利用の促進  

短期利用特定施設入居者生活介護費(新規) 届出必要（別冊ｐ５５、ｐ３９５、ｐ３９６） 

別冊 厚告１９ 別冊 老企４０ 

ｐ 

54 
３ ハについて、別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定特定施設に

おいて、指定特定施設入居者生活介護を

行った場合に、利用者の要介護状態区分

に応じて、それぞれ所定単位数を算定す

る。ただし、看護職員又は介護職員の員

数が別に厚生労働大臣が定める基準に

該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準

の内容は次のとおり。 

⑴ 当該指定特定施設が初めて指定を受

けた日から起算して３年以上の期間

が経過していること。 

⑵ 当該指定特定施設の入居定員の範囲

内で、空いている居室等（定員が１人

であるものに限る。）を利用するもの

であること。ただし、短期利用特定施

設入居者生活介護を受ける入居者の

数は、当該指定特定施設の入居定員の

百分の十以下であること。 

⑶ 利用の開始に当たって、あらかじめ

30日以内の利用期間を定めること。 

⑷ 当該指定特定施設の入居者（短期利

用特定施設入居者生活介護を受ける

入居者を除く。）の数が、当該指定特

定施設の入居定員の100分の80以上で

ｐ 

395 

396 

(６)短期利用特定施設入居者生活介護費に

ついて 

短期利用特定施設入居者生活介護につい

ては、施設基準第○○号に規定する基準を満

たす特定施設において算定できるものであ

る。 

同号○(１)の要件は、施設に求められる要

件であるので、新たに特定施設を開設する場

合に、他の特定施設において３年以上の経験

を有する者が配置されていたとしても、当該

施設として３年以上の期間が経過しなけれ

ば、短期利用特定施設入居者生活介護費を算

定することはできないものである。 

特定施設の入居定員に占める入居者の割

合については、届出日の属する月の前３月の

それぞれの末日時点の割合の平均について

算出すること。また、届出を行った月以降に

おいても、毎月において直近３月間の入居者

の割合がそれぞれ100分の80以上であること

が必要である。当該割合については、毎月記

録するものとし、100分の80を下回った場合

については、直ちに訪問通所サービス通知第

一の５の届出を提出しなければならない。 

権利金その他の金品の受領禁止の規定に

関しては、短期利用特定施設入居者生活介護

を受ける入居者のみならず、当該特定施設の

入居者に対しても、適用されるものである。 
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あること。 

⑸ 家賃、敷金及び介護等その他の日常

生活上必要な便宜の供与の対価とし

て受領する費用を除くほか、権利金そ

の他の金品を受領しないこと。 

⑹ 介護保険法第七十六条の二第一項の

規定による勧告、同条第三項の規定に

よる命令、老人福祉法（昭和三十八年

法律第百三十三号）第二十九条第十一

項の規定による命令、社会福祉法（昭

和二十六年法律第四十五号）第七十一

条の規定による命令又は高齢者の居

住の安定確保に関する法律（平成十三

年法律第二十六号）第二十五条各項の

規定による指示（以下「勧告等」とい

う。）を受けたことがある場合にあっ

ては、当該勧告等を受けた日から起算

して５年以上の期間が経過している

こと。 

 

 

 


